
（お知らせ） 

令和７年２月１８日 

防 衛 省 

 

 

「特定秘密漏えい事案等に係る再発防止策に関する有識者会議」の開催 

について 

 

 

１ 開催日時 

  令和７年２月１８日（火） １６：００～１７：３０ 

 

２ 開催場所 

  防衛省Ａ棟１１階 第１省議室 

 

３ 議事等 

（１） 防衛省から、情報保全教育及び定期検査について説明を行った。 

（２） 各委員からそれぞれ意見が述べられ、議論が行われた。 

 

（注）議事概要については、後日公表予定。 

 



特定秘密漏えい事案等に係る再発防止策に
関する有識者会議（第２回会議）

－ 情報保全教育 －

令 和 ７ 年 ２ 月
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防衛省における情報保全教育

○ 防衛省の内部規則において、特定秘密管理者（官房長・各局長、各幕僚長
など）は、年１回以上、必要な教育を行うものと定められており、大別して次の
３つの教育を実施している。

教育対象 教育頻度 教育内容 教育形式

①定期的な情報
保全教育

特定秘密の取扱い
の有無に関わらず、
部隊ごとに全職員

年１回以上 制度や規則を解
説することに主
眼を置いた内容

部隊ごとに
被教育者を
会議室に集
合させて講
義形式で行
う集合教育、
ｅラーニン
グ、テレビ
会議など
様々な形式

②特定秘密管理
者補等の補職
の都度実施す
る教育

特定秘密管理者補
及びその職務上の
上級者

補職の都度 ①の定期的な情
報保全教育を
ベースに、特定
秘密管理者補等
向けの内容を加
えたもの

③臨時保全教育 特定秘密管理者の
管下の職員

必要の都度 目的に応じて異
なる

○ また、特定秘密管理者は、新たに特定秘密の取扱いの業務に従事させる
必要が生じた職員に、当該取扱いの業務を行わせる前に必要な教育を行う
よう努めることとされている。



○ 制度や規則を漏れなく解説した教科書のような内容で、情報量が非常に多い

3

内部部局に
おいて定期
的な情報保
全教育に使
用している
資料の一例

教育の現状：年１回の保全教育で用いている資料（一例）①
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○ 情報保全業務に関与しない者には難解な内容で、全職員に必須とは言い難い。

教育の現状：年１回の保全教育で用いている資料（一例）②

内部部局に
おいて定期
的な情報保
全教育に使
用している
資料の一例
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○ 内容が規則からの引用でしかなく、具体的に考慮すべき点の記載がない。

教育の現状：補職時の教育で用いている資料（一例）

内部部局の
特定秘密
管理者補
（課長級）等
への教育に
使用した資料
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○ 事案概要や原因分析のみであり、被教育者に必要な業務の全体像や手続といっ
た具体的な記載なし。

内部部局に
おける臨時
教育資料の
一例

教育の現状：臨時保全教育で用いている資料（一例）
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教育の重層化：情報保全教育資料「初級編」

試行的に使用
している
初級編の一例

防衛省職員として最低限知っておくべき内容を厳選
初級編は、３～４年目までの職員や情報保全に携わらない者を対象とし、法令
業務に精通していなくても、イラスト等により理解容易になるように作成
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防衛省職員として最低限知っておくべき内容を厳選

試行的に使用
している
初級編の一例
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そもそもなぜ情報保全が重要であるか分かりやすく表現

試行的に使用
している
初級編の一例



教育の重層化：情報保全教育資料「情報保全関係職員編」
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各者の役割を分かりやすく表現
情報保全関係職員編は、情報保全に携わる実務担当者（特定秘密管理者補～保護業務
担当者）を対象に制度の解説や各者の役割を分かりやすく表現するなど従来の保全教育
資料の内容・記述を再編集

試行的に使用
している
情報保全関係
職員編の一例
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手続を俯瞰し、要点を簡潔に記載

試行的に使用
している
情報保全関係
職員編の一例



（原因分析）
行政機関をまたぐ人事異動の適性評価について教育資料に明示的に掲
載されておらず、実務に直結した情報保全教育が徹底できていなかった。
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事案を踏まえた資料を作成

改 善

情報保全実務担当者として、手続の瑕疵がどう評価されるか等を具体例で詳述



（衆・参情報監視審査会からの勧告内容）
これまでの保全教育の内容では特定秘密保護法の趣旨が徹底されてお
らず不十分

改 善
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事案を踏まえた資料を作成

情報保全実務担当者として必要な業務の全体像を詳述



教育の重層化：情報保全教育資料「省高官編」
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管下の職員を指導・監督する際の着眼点を紹介

省高官編は、特定秘密管理者のほか事務次官などを対象

現在作成中
の省高官編
の一例
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特定秘密管理者として知っておくべき原則論、手続の趣旨・思想について紹介

現在作成中
の省高官編
の一例
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「知識確認試験」（初級者編）のイメージ

設問に対し択一式で解答を求め、教育内容の定着、理解度をその都度測
定するツールとして、知識確認試験を実施予定
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検討事項

○ 教育の頻度、教育形式

○ 防衛省が新たに作成する教育資料の着眼点の是非

○ その他、効果的な教育に必要な視点や方法等
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関する有識者会議（第２回会議）
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定期検査の現状

防衛省における定期検査は、内部規則で年２回以上、次の２点を中心として行
うよう定めている。

○ 帳簿と対象文書の突合
帳簿の記載又は記録と実際に保管されている特定秘密文書等（電磁的記録

を含む。）を突合

○ 内部規則で定めている措置の確認
取扱職員名簿や特定秘密文書等の作成、運搬、交付、伝達、廃棄その他の手

続の実施状況等の確認

電磁的記録など十分に検査できていない項目もある。この点、一部の部隊では
検査を実施しているが、相当なマンパワーを必要としている。
さらに、陸・海・空自衛隊では、特定秘密管理者たる各幕僚長が管下を対象とし
た規則を定め、それぞれにおいて、定期検査の実施要領、確認項目、注意事項を
まとめた「チェックリスト」を作成しているが、共通的なものはなく、記述の詳しさ等
にはばらつきがある。
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定期検査の評価と電子機器の点検要領の確立に向けた方向性

○ 現状の定期検査の評価
定期検査は特定秘密文書等の管理状況及び保護措置の実施
状況を定期的に把握するための重要な手続であり、一定の意義を
有するため、今後も引き続き、実施していく必要がある。
一方で、検査項目の拡大は現場の負担を増大させるため、年２
回実施することとしていた検査項目を年１回にするなど整理するこ
とも一案。

○ 電子機器の点検要領の確立に向けた方向性
電子機器の点検要領は、現場の負担が少なく、効率的かつ効
果的に実施できることが必要。各幕僚監部に共通の点検要領の
確立について、各幕僚監部の意見も聴取しつつ、検討を進める。


